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Ⅰ．米国経済 

【景気概況】 

・米国の 2012 年 4～6 月期の実質ＧＤＰ成長率は前期比年率 1.3％に低下した。自動車

購入が 1～3 月期に急増した反動で減少し、個人消費が鈍化したことが成長率低下の主

因であった。一方、設備投資と住宅投資は 5 期連続で増加し、輸出は 12 期連続で増加

した。政府支出は 57 年ぶりに 8 期連続減少し成長率の下押し要因となった。 

・最近の経済指標によると、足踏みがみられた景気に持ち直しの動きがみられる。家計

部門では、9 月の雇用者数は前月比 11 万人増加し、失業率は 7.8％に低下した。また、

8 月の実質個人消費は前月比 0.1％増加し、8 月の住宅着工件数は 75 万戸に増加した。 

・企業部門では、景況感を示す 9 月のＩＳＭ指数が、製造業で 51.5 と、景気判断の目安

となる 50 の水準を 4 ヶ月ぶりに上回った。また、非製造業は 55.1 と、50 の水準を 33

ヶ月連続で上回った。一方、設備投資動向を示す 8 月の資本財出荷（国防と航空機を

除くコアベース）は前月比 0.7％減少した。 

・ＦＲＢ（連邦準備制度理事会）は 9 月 12 日、13 日にＦＯＭＣ（連邦公開市場委員会）

を開催し、住宅ローン担保証券（ＭＢＳ）を毎月 400 億ドル購入する量的緩和第 3 弾

（ＱＥ3）を決定した。また、2014 年終盤までとしてきたゼロ金利政策が継続される

見通しを、2015 年半ばに延長する時間軸政策の強化を決定した。会合後の声明文では、

ＭＢＳの購入について「労働市場の見通しが十分に回復しなければ続ける」と期限を

設けず、追加の資産購入を行う可能性にも言及した。また、「著しく緩和的な金融政策」

を「景気回復が強まった後のしかるべき時期」まで続けるとし、出口戦略を急がない

方針も示した。 
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○米国の財政赤字 

・米国の議会予算局の暫定発表によると、2012 年度（11 年 10 月～12 年 9 月）の財政赤字は

1 兆 900 億ドルと 4 年連続で 1 兆ドルを突破した。財政赤字のＧＤＰ比は、2009 年度の 10％

をピークに 12 年度は 7％に改善したが、依然として歴史的高水準にある。リーマン・ショ

ック後に拡大した財政赤字は、景気回復が 4年目に入った中で改善の遅れが目立っている。 

・米国の財政収支は 2000 年代前半に、ブッシュ減税による歳入減とイラク・アフガニスタン

戦費による歳出増で、当時としては過去最大の赤字を記録したが、その後は、景気回復に

ともなう税の自然増収によって、リーマン・ショック前まで改善が続いた。 

・足元でも景気回復が 4 年目に入り歳入は 2.5 兆ドルとリーマン・ショック前の水準をほぼ

回復した。歳出でも銀行への資本注入やＧＭ、ＡＩＧの救済費用などＴＡＲＰ（不良債権

処理計画）と呼ばれる一連の金融危機対応や、景気対策などの一時的な予算は終了した。

それにもかかわらず財政収支の改善が遅れるのは、緊急予算が終了した中でも歳出がリー

マン前と比べ 1 兆ドルも増加したためである。 

・議会予算局は、「財政の崖」について、ブッシュ減税の延長と歳出の強制削減が回避される

現実的なシナリオに基づいた財政見通しを示している。それによれば、財政赤字は今後も

小幅な減少が続くものの、2017 年度でも 8300 億ドルと、リーマン・ショック前に最も赤字

が拡大した 2004 年度（4200 億ドル）の 2 倍にのぼり、その後は高齢社会の本格化を背景に

赤字が再び増加することが見込まれている。 

・米国の財政再建策をめぐっては、富裕層増税と社会保障費の削減をめぐるイデオロギー対

立の印象が強いが、実際には歳入の回復に目処がたち、緊急的な歳出も一服した中で、不

要不急の歳出を十分抑制できていないことが、財政収支の改善の遅れの要因となっている。

年明けには「財政の崖」回避をめぐる議論とともに、債務上限の引き上げ期限も迫ってお

り、与野党の議論を通じ財政をスリム化させる待ったなしの改革が求められている。 
 

図表．米国の財政赤字 
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  景 気 経 済 指 標 2009 2010 2011 12/1Q 12/2Q 12/3Q 12/5 12/6 12/7 12/8 12/9

全般 実質ＧＤＰ(前期比年率) -3.5 3.0 1.7 2.0 1.3 - - - - -

 個人消費（同） -1.9 2.0 2.2 2.4 1.5 - - - - -

 住宅投資（同） -22.2 -4.3 -1.4 20.6 8.4 - - - - -

ＩＳＭ製造業指数 46.4 57.3 55.2 53.3 52.7 50.3 53.5 49.7 49.8 49.6 51.5

ＩＳＭ非製造業指数 46.3 54.1 54.5 56.7 53.1 53.8 53.7 52.1 52.6 53.7 55.1

景気先行指数(CI） -12.8 7.6 5.2 1.1 0.3 0.3 -0.5 0.5 -0.1

企業収益（税引前） 7.5 26.8 7.3 -2.7 1.1 - - - - -

　　同　（前年比） 10.3 6.7 - - - - -

個人 実質可処分所得 -2.8 1.8 1.3 0.9 0.8 0.5 0.2 0.1 -0.3

消費 消費者信頼感指数（1985=100） 45.2 54.5 58.1 67.5 65.3 65.6 64.4 62.7 65.4 61.3 70.3

需 ｺｱ小売売上高 -2.1 3.5 6.0 1.4 0.4 0.2 -0.2 0.8 0.0

実質個人消費 -1.9 1.8 2.5 0.6 0.4 0.0 -0.1 0.4 0.1

自動車販売台数（年率､万台） 1,040 1,155 1,273 1,415 1,410 1,446 1,390 1,433 1,404 1,447 1,488

要 個人貯蓄率 4.7 5.1 4.2 3.6 4.0 4.1 4.4 4.1 3.7

消費者信用残高 -4.3 4.4 3.4 1.4 1.5 0.7 0.4 -0.1

設備 ｺｱ資本財出荷 -17.3 5.4 8.6 1.4 1.3 1.0 1.4 -1.6 -0.7

サ 投資 ｺｱ資本財受注 -24.5 17.1 10.3 0.1 -1.5 2.3 -2.7 -5.6 1.1

ＩＳＭ新規受注指数（製造業） 52.0 59.2 56.4 55.7 55.4 49.1 60.1 47.8 48.0 47.1 52.3

 　　 同    （非製造業） 48.0 56.9 56.4 59.8 54.1 55.2 55.5 53.3 54.3 53.7 57.7

イ 住宅 新設住宅着工戸数（年率､万戸） 55 59 61 71 74 71 75 73 75

投資 新築住宅販売（年率､万戸） 37 32 31 35 36 37 36 37 37

中古住宅販売（年率､万戸） 433 418 428 457 454 462 437 447 482

ド S&Pｹｰｽｼﾗｰ住宅価格指数（前年比） -12.9 2.1 -3.5 -3.6 -1.0 -1.0 0.0 0.6

輸出 ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ名目 -18.0 21.0 15.8 1.4 1.6 0.5 1.4 -1.6

ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ実質 -13.4 14.9 7.5 0.9 2.0 1.2 3.0 -2.2

ＩＳＭ輸出向け受注指数（製造業） 48.5 57.8 55.3 56.2 53.3 47.3 53.5 47.5 46.5 47.0 48.5

供 生産 鉱工業生産 -11.4 5.4 4.1 1.4 0.6 0.0 0.1 0.5 -1.2

設備稼働率(％) 68.6 73.7 76.8 78.7 78.9 78.9 78.9 79.2 78.2

給 企業在庫率 1.38 1.28 1.26 1.26 1.27 1.27 1.29 1.28

非農業部門生産性 3.0 3.1 0.7 -0.5 2.2 - - - - -

サ 雇用 失業率(％) 9.3 9.6 9.0 8.3 8.2 8.1 8.2 8.2 8.3 8.1 7.8

雇用者増(非農業)(万人) -506 103 118 47 49 66 9 5 18 14 11

イ 　　同　（製造業）(万人) -138 11 17 1 4 8 1 1 2 -2 -2

　　同 （非製造業）(万人) -244 125 131 49 48 54 13 5 14 12 11

ド 輸入 ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ名目 -25.9 22.7 15.4 2.1 -0.4 -1.0 -2.0 -1.1

ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ実質 -15.7 14.7 6.2 0.7 0.7 0.1 -0.3 0.1

 国際収支 経常収支(億㌦) -3,819 -4,420 -4,659 -1,336 -1,174 - - - - -

貿易収支(BOP、億㌦) -3,792 -4,947 -5,599 -1,484 -1,393 -476 -419 -420

 物    価 生産者物価（最終財ｺｱ、前年比） 2.6 1.2 2.4 3.0 2.7 2.8 2.6 2.6 2.6

消費者物価（総合、前年比） -0.4 1.6 3.2 2.8 1.9 1.7 1.7 1.4 1.7

消費者物価（ｺｱ） 1.7 1.0 1.7 0.5 0.6 0.2 0.2 0.1 0.1

   同   （前年比） 2.2 2.3 2.3 2.2 2.1 1.9

個人消費支出ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ（ｺｱ） 1.4 1.5 1.4 0.6 0.4 0.1 0.2 0.1 0.1

   同          （前年比） 1.9 1.8 1.7 1.8 1.6 1.6

単位労働コスト（非農業） -1.4 -1.1 1.9 6.4 1.5 - - - - -

平均時給 3.0 2.4 2.0 0.3 0.4 0.3 -0.1 0.2 0.2 -0.1 0.3

   同   （前年比） 1.6 1.5 1.3 1.4 1.5 1.3 1.3 1.4

ＩＳＭ仕入価格指数（製造業） 48.3 68.9 65.2 59.3 48.5 50.5 47.5 37.0 39.5 54.0 58.0

 財    政 財政収支(億㌦) -14,157 -12,942 -12,968 -4,572 -1,253 -1,246 -597 -696 -1,905

 金    融 Ｍ２（前期比年率） 8.0 2.5 7.3 9.0 5.0 4.4 5.9 9.6 4.5

国際証券投資（ﾈｯﾄ、億㌦） 4,520 7,930 3,690 1,554 932 567 93 670

ＦＦレート（実効ﾚｰﾄ、％） 0.16 0.18 0.10 0.11 0.15 0.15 0.16 0.16 0.16 0.13 0.15

10年物国債利回り(平均、％) 3.26 3.21 2.79 2.04 1.83 1.64 1.80 1.62 1.53 1.68 1.72

ＮＹダウ指数（平均） 8,877 10,663 11,967 12,840 12,766 13,123 12,721 12,545 12,814 13,135 13,418

 市場ﾃﾞｰﾀ ドル実効レート(Broad，97.1=100) 105.7 101.9 97.2 98.9 100.6 101.2 100.7 102.2 101.7 100.8 99.2

ドル円レート（平均、円/ﾄﾞﾙ） 93.6 87.8 79.7 79.3 80.1 78.6 79.7 79.3 78.9 78.7 78.1

ユーロドルレート（平均、ﾄﾞﾙ/ﾕｰﾛ） 1.39 1.33 1.39 1.31 1.28 1.25 1.28 1.25 1.23 1.24 1.29

ＷＴＩ先物（期近物、平均、ﾄﾞﾙ） 61.8 79.5 95.1 102.9 93.5 92.2 94.7 82.4 87.9 94.2 94.6

ﾛｲﾀｰ・ｼﾞｪﾌﾘｰｽﾞCRB指数(1967=100) 246 279 334 315 289 303 290 272 295 304 311

(注1) 原則として数字は季節調整済前期比(％)。      
(注2) 10年債利回りはｺﾝｽﾀﾝﾄ･ﾏﾁｭﾘﾃｨｰ･ﾍﾞｰｽ(FRB)
(注3) 財政収支の年次は会計年度（前年10月～当年9月）

(注4) 米商務省、米労働省、ＦＲＢ、コンファレンス･ボード資料などより作成。

【米国の主要経済指標】 
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経済指標 09 10 11 12/Ⅰ 12/Ⅱ 12/Ⅲ 12/5 12/6 12/7 12/8 12/9

実質ＧＤＰ　(上段：前期比) 0.0 -0.7 - - - - -

　(下段：前年比) -4.3 1.9 1.5 0.0 -0.4 - - - - -

総合景況指数（長期平均=100）* 80.2 100.5 101.0 94.1 91.1 86.3 90.5 89.9 87.9 86.1 85.0

消費者信頼感指数＊ -24.8 -14.2 -14.6 -20.0 -19.7 -24.0 -19.3 -19.8 -21.5 -24.6 -25.9

小売数量* 　（上段：指数） 100.5 101.5 100.9 100.2 99.6 99.9 100.0 100.0 100.2

　（下段：前年比） -2.5 0.9 -0.5 -1.2 -1.4 -0.7 -0.8 -1.4 -1.3

新車登録 3.4 -8.2 -1.5 -10.8 -8.0 -11.9 -3.8 -11.3 -9.8

建設業信頼感指数＊ -33.1 -28.8 -27.4 -26.5 -28.6 -31.2 -30.2 -28.1 -28.5 -33.1 -31.9

域外輸出金額 -17.9 20.1 13.3 8.6 8.1 5.8 12.4 11.3

鉱工業景況＊ -28.7 -4.7 0.1 -6.6 -11.1 -15.5 -11.4 -12.8 -15.1 -15.4 -16.1

鉱工業生産　（上段：指数） 90.5 97.1 100.5 98.8 98.3 98.8 98.3 98.8

　（下段：前年比） -14.9 7.3 3.5 -1.7 -2.4 -2.5 -1.9 -2.7

失業率(%)* 9.6 10.1 10.2 10.9 11.3 11.3 11.4 11.4 11.4

域外輸入金額 -20.5 21.6 14.0 4.0 1.2 0.4 3.2 2.1

経常収支（10億euro） -16 -2 8 -4 18 -2 18 16

貿易収支（10億euro） 17 1 -9 0 25 7 14 16

生産者物価 -5.1 2.9 5.9 3.7 2.2 2.3 1.8 1.6 2.7

消費者物価 0.3 1.6 2.7 2.7 2.5 2.6 2.4 2.4 2.4 2.6 2.7

消費者物価（コア） 1.4 1.0 1.4 1.6 1.6 1.6 1.6 1.7 1.5

ﾏﾈｰｻﾌﾟﾗｲ(M3) -0.2 1.2 1.7 2.9 2.9 2.9 2.9 3.2 3.4 2.8

3ヶ月物銀行間金利(%) 1.23 0.81 1.39 1.04 0.70 0.36 0.7 0.7 0.5 0.3 0.2

10年物国債金利(%) 4.03 3.79 4.31 3.65 3.44 2.90 3.5 3.4 3.3 3.0 2.4

株価（DJ Euro Stoxx) 234 266 256 244 224 239 222 216 226 241 250

為替相場（ドル/ユーロ） 1.39 1.33 1.39 1.31 1.28 1.25 1.28 1.25 1.23 1.24 1.29

名目実効相場 0.4 -7.0 -0.6 -3.8 -8.0 -8.3 -7.9 -8.9 -9.8 -9.2 -6.0

短期レポ金利（期末値） 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 0.75 1.00 1.00 0.75 0.75 0.75

（ 出所） Dat ast r eam　 （ 注） 原則と して数字は前年同期比; %、 *は季調値。

【ユーロ圏の主要経済指標】
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Ⅱ．欧州経済 

１．ユーロ圏 

・ユーロ圏経済は低迷している。9 月の景況感指数（長期平均＝100）は 85.0 と 7 か月

連続で低下した。製造業やサービス業ともに業況の悪化が続いている。家計部門では、

8 月の小売数量指数が前年比－1.7％と前月（同－0.9％）からマイナス幅が拡大する

など、個人消費は冴えない。失業率が 11.4％と過去最悪の水準で高止まりするなど、

雇用情勢の低迷が続き、消費マインドの悪化につながっている。他方、9 月の統一消

費者物価（速報値）が前年比＋2.7％と 3 か月連続で上昇率が加速するなど、インフレ

圧力が強まっている。高値圏で推移するエネルギー価格の押し上げ圧力を受けた動き

であると考えられる。 

・欧州中央銀行（ＥＣＢ）は、10 月 4 日の理事会で、政策金利を現行の年 0.75％に据え

置いた。ＥＣＢのドラギ総裁は理事会後の会見で、国債買い取りプログラム（ＯＭＴ）

が金融市場の緊張緩和に一定の効果をもたらしていると評価するとともに、注目され

るスペインの国債購入に関しては、同国政府からの支援の要請があり次第、それに着

手する方針を示唆した。 
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＜グラフで見るユーロ圏景気＞ 

 (注） 消費者信頼感は、月次指標を四半期変換した値
(出所）Datastream

ユーロ圏：景況指数
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09 10 11 12/Ⅰ 12/Ⅱ 12/Ⅲ 12/5 12/6 12/7 12/8 12/9

実質ＧＤＰ成長率*（上段：前期比） 2.0 1.1 - - - - -

（下段：前年比） -5.1 4.0 3.1 1.2 1.0 - - - - -

IFO企業景況指数 90.7 107.8 111.3 109.2 107.2 102.3 106.8 105.2 103.2 102.3 101.4

鉱工業生産* （上段：前期比） 93.5 103.5 111.4 -0.2 -0.3 1.6 -0.4 1.3

（除く建設） （下段：前年比） -16.3 10.7 7.6 1.8 -1.7 -6.8 3.3 1.6

製造業受注* -24.2 24.7 10.4 -3.2 -4.4 -4.2 -6.8 -3.4 -3.8

国内* -22.0 18.6 10.3 -3.8 -7.0 -13.2 -4.9 -7.4 -7.8

海外* -26.0 29.7 10.6 -2.8 -2.3 4.1 -8.1 -0.3 -0.6

建設* -0.1 0.2 13.5 -2.4 1.9 1.8 4.1 2.6

建設業信頼感指数* -29 -20 -8 -8 -10 -10 -10 -10 -11 -10 -9

消費者信頼感指数* -25 -3 4 0 -1 -8 0 -1 -5 -9 -10

小売売上数量（除く自動車）* -2.8 1.4 1.0 -0.8 0.7 2.3 -0.3 -1.6 -0.9

新車登録 23.2 -23.4 8.8 1.3 0.2 -7.0 -4.8 2.9 -5.0 -4.7 -10.9

賃金（月給、全産業） 2.0 1.6 1.7 1.9 2.6 3.4 2.8 3.0

就業者数* 0.1 0.6 1.4 1.3 1.2 - - - - -

失業率(%)* 8.1 7.7 7.0 6.8 6.8 6.8 6.8 6.8 6.8 6.8 6.8

旧西(%)* 6.9 6.6 6.0 5.8 5.8 5.9 5.8 5.8 5.9 5.9 5.9

旧東(%)* 13.0 12.0 11.3 10.8 10.6 10.6 10.6 10.6 10.6 10.6 10.6

輸出金額* -18.3 18.0 11.5 5.2 4.8 5.7 4.9 6.3

輸入金額* -17.5 19.6 13.3 4.2 0.6 2.8 -0.1 0.2

生産者物価（鉱工業） -4.2 1.7 5.7 3.3 2.1 2.1 1.6 0.9 1.6

消費者物価 0.4 1.1 2.3 2.1 1.9 2.0 1.9 1.7 1.7 2.1 2.0

10年物国債金利（%) 3.26 2.77 2.64 1.88 1.49 1.41 1.39 1.43 1.31 1.42 1.52

DAX株価指数 5,023 6,196 6,589 6,676 6,453 6,914 6,439 6,184 6,550 6,950 7,274

09 10 11 12/Ⅰ 12/Ⅱ 12/Ⅲ 12/5 12/6 12/7 12/8 12/9

実質ＧＤＰ成長率*（上段：前期比） 0.1 -0.1 - - - - -

（下段：前年比） -3.1 1.6 1.7 0.4 0.3 - - - - -

INSEE企業生産見通しDI*(%) -38 2 -4 -27 -27 -47 -29 -32 -44 -44 -52

鉱工業生産* （上段：指数） 86.6 90.6 92.4 91.1 90.6 89.9 89.9 90.1

（除く建設） （下段：前年比） -12.6 4.6 2.0 -1.8 -2.1 -4.0 -2.5 -3.1

建設業信頼感指数* -35 -29 -12 -13 -17 -23 -17 -19 -22 -22 -24

消費者信頼感指数* -28 -19 -22 -25 -18 -26 -16 -18 -25 -26 -28

小売売上数量* （上段：指数） 108.0 112.2 115.3 116.0 116.1 116.8 117.4 118.9

（下段：前年比） -0.3 3.9 2.8 0.8 0.9 2.4 1.8 3.7

新車登録 12.3 -2.3 -2.1 -21.6 -6.3 -12.3 -16.2 -0.6 -7.0 -11.4 -17.9

家計工業品消費（除く自動車）* -0.3 1.7 1.6 -2.5 -0.9 0.2 -0.7 0.7 -0.4

輸出金額* -17.3 12.7 8.9 5.1 5.6 7.2 3.9 3.6

輸入金額* -17.5 13.1 12.2 3.0 4.0 3.3 5.5 -1.9

生産者物価（鉱工業中間財） -6.4 3.4 6.0 4.1 2.0 2.1 1.3 1.3 2.5

消費者物価 0.1 1.5 2.1 2.3 2.0 2.0 1.9 1.9 2.1

10年物国債金利(%) 3.62 3.10 3.29 2.99 2.78 2.21 2.76 2.57 2.28 2.12 2.24

CAC40株価指数 3,345 3,750 3,589 3,386 3,132 3,370 3,090 3,056 3,200 3,427 3,491

（ 出所） Dat ast ream   （ 注） 原則と して数字は前年同期比; %、 *は季調値。

【ドイツの主要経済指標】

【フランスの主要経済指標】

＜ユーロ圏主要国の経済指標＞ 
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経済指標 09 10 11 12/Ⅰ 12/Ⅱ 12/Ⅲ 12/5 12/6 12/7 12/8 12/9

実質ＧＤＰ (上段：前期比) -1.2 -1.5 - - - - -

(下段：前年比) -4.0 1.8 0.9 -0.1 -0.5 - - - - -

CBI企業先行き見通し(%) -28 12 -8 -25 22 -6 - - - - -

企業収益（税引き前） -3.5 1.2 2.7 -5.0 0.1 - - - - -

消費者信頼感指数(%) -18.4 -11.6 -21.4 -21.7 -22.5 -18.8 -21.8 -21.2 -18.3 -18.7 -19.3

小売売上 0.3 -0.4 0.5 1.5 0.8 2.0 2.3 2.3 2.7

新車登録 -6.4 1.8 -4.4 0.9 4.8 7.5 7.9 3.5 9.3 0.1 8.2

新規建設工事受注 -14.0 1.3 -15.0 -6.6 11.1 - - - - -

輸出 -9.5 16.5 12.6 3.8 -1.2 2.4 -3.6 2.2

CBI輸出受注評価(%) -45 -11 -8 -13 -9 -12 -12 -4 -9 -17 -10

製造業生産 -10.7 3.4

CBI能力以下操業割合(%) 73 63 56 54 54 52 - - - - -

CBI最終品在庫水準評価(%) 21 8 12 15 14 14 13 16 14 9 18

就業者数 -1.6 -0.5 0.2 1.6 2.3 - - - - -

失業率(%) 4.6 4.5 4.7 4.9 4.9 4.9 4.9 4.8 4.8

輸入輸入 -10.2 17.1 9.6 5.6 2.3 0.0 0.4 -3.3

経常収支（10億£） -18 -37 -29 -15 -21 - - - - -

貿易収支（10億£） -83 -99 -100 -25 -28 -8 -10 -7

製造業生産者物価 1.6 4.2 5.6 3.9 2.7 2.8 2.0 1.8 2.2

消費者物価 2.1 3.3 4.5 3.5 2.8 2.8 2.4 2.6 2.5

ハリファクス住宅価格指数 -11.4 3.7 -2.6 -1.4 -0.4 -0.9 -0.1 -0.5 -0.6 -0.9 -1.2

ﾏﾈｰｻﾌﾟﾗｲ(M4) 5.4 5.5 -3.2 -4.5 -4.5 -3.4 -4.5 -4.2 -3.6

3ヶ月物銀行間金利(%) 1.23 0.74 0.88 1.08 1.01 0.79 1.02 0.95 0.91 0.77 0.68

10年物国債金利(%) 3.66 3.58 3.05 2.12 1.80 1.55 1.79 1.59 1.48 1.57 1.60

株価（FT100,1984/1/3=1000) 4569 5472 5685 5818 5549 5745 5470 5459 5636 5796 5805

為替相場（ドル/£） 1.57 1.55 1.60 1.60 1.62 1.63 1.59 1.56 1.56 1.57 1.61

実効相場(前年比） -11.5 -0.1 -0.6 0.4 4.7 6.1 5.0 5.3 6.6 5.5 6.3

（ 出所） Dat ast r eam   （ 注） 括弧内に単位を示したものを除き数字は前年同期比; %
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【英国の主要経済指標】

消
費
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２．英国 

・英国景気は低迷が続いている。家計部門をみると、8 月の小売売上高（実質）が前年

比＋2.7％と前月（同＋2.3％）から伸びが加速した。ただこの動きは、サッカーの欧

州チャンピオンズリーグ開幕や、オリンピックの開催に伴う消費マインドの改善とい

った一時的要因に負うものと考えられる。また資産効果の面から個人消費をサポート

することが期待される住宅価格も、9 月のハリファックス住宅価格指数が前年比

－1.2％と前月（同－0.9％）マイナス幅が拡大するなど弱含んでいる。 

・こうした中、イングランド銀行（中央銀行、ＢＯＥ）は、10 月 3～4 日の金融政策委

員会で、政策金利を現行の年 0.5％に据え置くとともに、資産買い取りプログラムの

枠を 3,750 億ポンドに維持した。7 月に行った資産買い取り枠の拡大の効果を引き続

き見極めるスタンスを示した形となった。 
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